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119　概　　　　　　況
　
預金残高（注１）

　平成₂₃年３月末の預金残高は、₄₉兆₃，₉₈₂億円余りであった。対前年比で₂．1％の伸びとなっ
ている。

貸出残高（注１）

  平成₂₃年３月末の貸出残高は、₂₅兆₇，₂₉₇億円余りであった。対前年比で₀．1％減少した。

貸出約定平均金利
　県内に本店を有する金融機関の貸出約定平均金利は、平成₂₃年３月現在1．₈₆₇％であった。

（注）　１ 　国内銀行（注２）および信用金庫等（注３）の神奈川県内店舗分の貸出金末残と預金末残を基に、日本銀行横
浜支店で算出（注４）。

　　　　 　金融機関預金および金融機関向け貸出金を含み、オフショア勘定および中央政府向け貸出金を含まない。
　　　２ 　銀行本体の設立根拠が国内法に準拠している銀行（日本銀行、政府関係金融機関およびゆうちょ銀行を

除く）。
　　　３　表1₂₀（注）参照
　　　４ 　国内銀行は日本銀行調査統計局報告ベース（「都道府県別預金、現金、貸出金調査表」）の計数を、信用

金庫等は日本銀行横浜支店報告ベース（「預金、貸出金の月末残高状況」）の計数を各々使用。

＜資料出典＞　日本銀行横浜支店
 （統計センター）

県制度融資の状況
　県では、県内中小企業の経営の安定と発展を図るため、金融機関と協調して、中小企業への
安定的かつ機動的な金融支援を実施している。平成₂₂年度は、融資規模として一般分₂，₀₀₀億
円と緊急対応分₆₀₀億円を合せた₂，₆₀₀億円を設定した。
　制度の主な取組みとしては、景気対応緊急保証を活用した「緊急経済対策融資」を継続し、
また、売上高等の減少を要件とした既存の「経営安定融資（売上減少）」及び「利益減少対策融資」
を、「業績回復融資」として統合した上で利用者への保証料補助を加え実施した。
　さらに、地球温暖化対策推進条例に基づきCO2削減対策の設備更新を行う中小企業者等を対
象に、「フロンティア資金（地球温暖化対策）」を新設した。
　平成₂₂年1₀月からは急激な円高に即応するため、「業績回復融資」の要件を緩和した「業績
回復融資（円高対応）」を実施した。また、平成₂₂年1₂月からは従業員数₃₀人以下の小規模・
零細企業の年末・年度末の資金繰りをさらに支援するため、「緊急経済対策融資」に₀．₂％の保
証料補助を実施した。
　平成₂₂年度の県制度融資については、総額約₂，₆₄₈億円（前年度対比1₀₂．₅％）の融資実績を
上げた。
 （金融課）
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120　預金・貸出高　－金融機関別－
単位　百万円 （各年1₂月末日現在） 日本銀行横浜支店調

年　　別 国内銀行 信　　金 信託勘定 その他 

預 　 金 　 高

平　成　₂₀　年 ₃₂，₇₈₅，₉₂₃ ₇，₈₅₃，₃₈₈ 1₆₅，₂₅₅ ₆，₆1₈，₂₄₀

₂1　年 ₃₃，₅₃₀，₆₆₆ ₇，₉11，₈₂₇ 1₃₇，₂₉₄ ₆，₇₆1，₇₀₃

₂₂　年 ₃₄，₂₈₉，₆₇₆ ₈，₀₃₀，₃₃₇ 111，₄₅₆ ₆，₉₃₅，₉11

貸 　 出 　 高

平　成　₂₀　年 1₈，₀1₃，₃₉₆ ₄，₄₅1，₀₇₀ ₄1，₂₀₇ ₃，₅₀₃，₃₇₂

₂1　年 1₇，₈₉₅，1₄₀ ₄，₄₀₆，₅₂₇ 1₀，₇₂₆ ₃，₇₀₈，₅₂₀

₂₂　年 1₇，₇₀₉，₄₉₉ ₄，₃₃1，₅₈₃ 1₀，₀₅₈ ₃，₇₅₇，₆₉₉

国内銀行（注１）および信用金庫等（注２）の神奈川県内店舗分の貸出金末残と預金末残を基に、日本銀行横浜支店で算出（注３）。
金融機関預金および金融機関向け貸出金を含み、オフショア勘定および中央政府向け貸出金を含まない。
（注）　１　銀行本体の設立根拠が国内法に準拠している銀行（日本銀行、政府関係金融機関およびゆうちょ銀行を除く）。
　　　２　その他のうち、預金は、労金、信組、商中、農協、漁協の合計。
　　　　　貸出は、労金、信組、商中、農協、漁協、日本政策金融公庫の合計。
　　　３ 　国内銀行は日本銀行調査統計局報告ベース（「都道府県別預金、現金、貸出金調査票」）の計数を、信用金庫

等は日本銀行横浜支店報告ベース（「預金、貸出金の月末残高状況」）の計数を各々使用。

121　種類別預金と貸出金・有価証券・店舗数
単位　百万円 （各年1₂月末日現在） （社） 横浜銀行協会調

年　別
預　　　金　　　高

貸出金 有価証券 店舗数要求払 
預　金

定期性 
預　金

その他 
預　金 合　計 うち一般預金

平成 ₂₀ 年 1₈，₀₇1，₃₀₃ 1₄，1₇₀，₂₇₈ ₄₆₂，₀₀₃ ₃₂，₇₀₃，₆₀₅ ₃₂，1₄₂，₄₀₈ 1₈，₀₇₀，₆₂₉ 1，₄₉₅，₃₄₉ ₅1₀

₂1 年 1₈，₃₇₇，₀₉₆ 1₄，₄₉₆，₃₅₃ ₅₇₉，₄₀₈ ₃₃，₄₅₂，₈₇₈ ₃₂，₇₈₃，₆₂1 1₇，₉₅₀，₅₀₀ 1，₆₅₄，₀₄₂ ₅1₄

₂₂ 年 1₉，₂₆₅，₄₃₄ 1₄，₂₈₆，1₆1 ₆₅₃，₀1₅ ₃₄，₂₀₄，₆₂₇ ₃₃，₃₇₂，1₅₂ 1₇，₇₅₇，₉₃₃ ₂，₀₈₃，₆₂₆ ₅₂₀

（注） 　要求払預金（当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金）、定期性預金（定期預金、定期積金、円デポ市場取引
関係の預金）。

122　預　金　残　高
単位　百万円 （各年度末現在） 「ゆうちょ銀行　ディスクロージャー誌」より作成

年　別 預　金　計 流動性預金 定期性預金
平成 ₂₀ 年度 1₀，₈₆1，₄₂₂ ₃，₆₇₃，₄₃₂ ₇，1₈₇，₉₈₉

₂1 年度 1₀，₇₆1，₃₉₉ ₃，₅₀₂，1₂₀ ₇，₂₅₉，₂₇₈

₂₂ 年度 1₀，₇1₃，₈₃₂ ₃，₆1₅，₄₆1 ₇，₀₉₈，₃₇₀

（注）　１　「流動性預金」＝通常貯金＋貯蓄貯金＋特別貯金（通常郵便貯金相当）
　　　２ 　「定期性預金」＝定期貯金＋定額貯金＋特別貯金（定期郵便貯金相当＋定額郵便貯金相当＋積立郵便貯金相

当＋住宅積立郵便貯金相当＋教育積立郵便貯金相当）
　　　３ 　貯金は銀行法施行規則の負債科目「預金」に相当。「振替貯金」は「当座預金」、「通常貯金」は「普通預金」、

「貯蓄貯金」は「貯蓄預金」、「定期貯金」は「定期預金」に相当。「定額貯金」は「その他の預金」に相当する
が、「定期性預金」に含める。

　　　４　預金残高には、未払利子を含まない。
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123　手　形　交　換　状　況
 （社）　横浜銀行協会調

年　別
手　形　交　換　高 不　渡　実　数 取　引　停　止　処　分

枚　数 金　額 枚　数 金　額 人　員 枚　数 金　額

千枚 百万円 枚 千円 人 枚 千円

平成 ₂₀ 年 ₂，₅₈₄ ₄，₈1₉，₉₈₂ ₂，₇₅₂ ₇，₃₉₄，₅₄1 1₄₇ ₃₅₃ ₅₉₆，1₅1

₂1 年 ₂，1₆₄ ₄，1₇₂，₆₅₂ ₂，₄₆₇ ₆，₇₀₀，₈₈₂ 1₂₅ ₃₅₀ ₃，₄₃₆，₅₀₆

₂₂ 年 1，₉₈₈ ₄，₀₀1，1₆₂ 1，₂₈₄ ₅1，₅₄1，₈₉₂ ₇₅ 1₈1 ₂₈₆，₃₆₅

124　信　用　保　証　状　況
１　神 奈 川 県 神奈川県信用保証協会調

年度別
保証申込 保証承諾 代位弁済 保証債務残高

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

千円 千円 千円 千円

平成 ₂₀ 年度 ₃₅，₈₈₄ ₇₃₇，1₉₄，₇₂₄ ₃₃，₃₂₇ ₆₂₉，₀₂₇，₃₄₆ ₃，₄₅₆ ₄₅，₆₆₇，₄₈₆ ₉₄，₀₈₄ 1，1₂₇，₃₄₀，₉1₅

₂1 年度 ₃₄，1₂₈ ₇1₆，₃₅₄，₀₂1 ₃1，₂₈₃ ₆₀₇，₇₂₇，₂₀₆ ₃，₄₃₄ ₄₅，₀₇₅，₇₅₃ ₉₂，₉₄₀ 1，₂1₅，₅₃₅，1₂₈

₂₂ 年度 ₂₈，₈1₆ ₅₉₀，₀₇₆，₅₂₉ ₂₅，₈₉₀ ₅₀₃，₄1₀，₇₇₅ ₂，₆₃₆ ₃₆，₇₇₃，₄₆₂ ₉1，₇₇₂ 1，₂1₈，₈₇₂，₈₈₉

２　横　浜　市 横浜市信用保証協会調

年度別
保証申込 保証承諾 代位弁済 保証債務残高

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

千円 千円 千円 千円

平成 ₂₀ 年度 1₅，1₀₇ ₃₅₄，₆₀₈，₅₅1 1₃，₄₇₂ ₂₈₅，₂₃₈，₆₉1 1，₄₇₈ ₂1，₅₀₈，₅₃₄ ₃₇，₄₃₂ ₅₂₄，₀₉₆，₀₅₀

₂1 年度 1₃，₈₇₂ ₃1₀，₄₆1，1₃₄ 1₂，₂₆₂ ₂₅₆，1₀₃，₆₇₇ 1，₄₃₉ ₂₀，₂₉₃，₆₅₇ ₃₆，₇₂₉ ₅₄₈，₆₅₄，₉₀₀

₂₂ 年度 11，₇₇₀ ₂₆₆，₈₇₃，₀₀₆ 1₀，₄₇₂ ₂₂₈，₄₂₂，₄₅₉ ₉₈₃ 1₄，₀₆₆，₇₂₄ ₃₅，₆₅₃ ₅₃₈，₉₂₄，₅₃₂

３　川　崎　市 川崎市信用保証協会調

年度別
保証申込 保証承諾 代位弁済 保証債務残高

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

千円 千円 千円 千円

平成 ₂₀ 年度 ₆，₆₈₉ 1₂₄，₃₇₆，₃₄₆ ₆，₃₂₆ 1₀₅，₉11，₈₆1 ₄₈₀ ₅，₂₅₃，₆₀₅ 1₇，₀₄₂ 1₈₄，₀₅₂，₃₆₇

₂1 年度 ₆，₅₈₈ 1₀₂，₆₄₆，₅₇₈ ₆，1₆1 ₈₇，₄₀₆，₃₄₀ ₄₈₅ ₅，₄₃₆，₇1₅ 1₇，₄₇₇ ₂₀₂，₆₀₅，₀₆₂

₂₂ 年度 ₅，₀₅₄ ₈₃，₂₆₂，₉₄₃ ₄，₇₀₂ ₇1，₈₆₃，₅₆1 ₄₃₅ ₄，₉₈₈，₉₅₅ 1₇，₆₅1 ₂₀₂，₆₅₈，₇₉₅

（注）　代位弁済（金額）については、元金、利息の合計額。
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125　企業倒産状況（負債総額１千万円以上）
 （株）東京商工リサーチ横浜支店調
１　業　種　別

年　別
合　　　計 製　造　業 建　設　業 卸・小売業

件　数 負債額 件　数 負債額 件　数 負債額 件　数 負債額

百万円 百万円 百万円 百万円

平成 ₂₀ 年 ₆₉₃ ₃₃₇，₃1₉ ₉₉ ₃₇，₂₆₄ 1₈₄ ₅₂，₂₆₆ 1₇₂ ₂₀，₈₅₅

₂1 年 ₇₉₆ ₃₂₀，1₉₆ 1₂₀ 111，1₂₈ ₂₄₂ ₄₉，₆₈₃ 1₉₄ ₃1，₉1₄

₂₂ 年 ₇₃₉ 1₄₈，₉₇1 1₂₀ ₃₉，₈₅₃ ₂₂₆ ₃₆，₅₇₄ 1₄₅ 1₉，₆₄₂

年　別
運輸・通信業 不動産業 サービス業他

件数 負債額 件数 負債額 件数 負債額

百万円 百万円 百万円

平成 ₂₀ 年 ₄₃ ₄，₇₂1 ₅₈ ₂₀₈，₀₈₈ 1₃₇ 1₄，1₂₅

₂1 年 ₆₉ 1₀，₉₄₀ ₄₅ ₉₅，₈₉₄ 1₂₆ ₂₀，₆₃₇

₂₂ 年 ₆₅ ₅，₇₃₃ ₃1 ₂₅，₇₇1 1₅₂ ₂1，₃₉₈

２　原因別件数

年　別 放漫経営 過少資本 業績悪化 売掛金回収難 在庫状態悪化 設備投資過大

平成 ₂₀ 年 ₉ ₄₉ ₅₆₇ ₂ ︲ 1₀

₂1 年 11 ₅₈ ₆₅₃ ₃ ︲ ₃

₂₂ 年 1₄ ₂₀ ₆₄₂ 1 ︲ ₄

２　原因別件数（つづき）　　　　　　３　負債規模別件数

年　別 他社倒産の余波 その他 1，₀₀₀万円以上 
₅，₀₀₀万円未満

₅，₀₀₀万円以上 
１億円未満

１億円以上 
５億円未満

５億円以上 
1₀億円未満 1₀億円以上

平成 ₂₀ 年 ₄₈ ₈ ₂₇1 1₅₅ 1₈₃ ₄1 ₄₃

₂1 年 ₅₇ 11 ₃₅₂ 1₃₃ ₂₂₂ ₄₉ ₄₀

₂₂ 年 ₃₉ 1₉ ₃₈₅ 1₂₀ 1₈₂ ₂₆ ₂₆

（注）　１「業績悪化」は「既往のシワ寄せ」及び「販売不振」の合計。
　　　２「その他」は「信用性低下」及び「偶発的原因」の合計。
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126　生　　命　　保　　険
 （社）生命保険協会調

年　度　別
新　　　　　　契　　　　　　約 年　　度　　末　　現　　在

件　数 保険金額 件　数 保険金額

百万円 百万円

平成 ₂₀ 年度 ₈₂₀，₀₆₅ ₄，₅₇₅，₃₅₃ 1₂，₂₉₂，₇₈₀ ₈₀，₃₆₇，₀₀₆

₂1 年度 ₈₈₃，₉₈₃ ₄，₆₈₂，₀₇₅ 1₂，₆₆₃，₅₅₉ ₇₈，₃₉₂，₉₇₆

₂₂ 年度 ₉₃₅，₆₈₃ ₄，₇₆1，1₄₂ 1₂，₉₄₄，₀1₄ ₇₆，₈₀₅，₉₂₃

127　火　　災　　保　　険
 （社） 日本損害保険協会関東支部調

年　度　別
新　　　　　　契　　　　　　約 支　払　保　険　金

件　　数 保　険　金　額 保　険　料 件　　数 金　　額

百万円 千円 千円

平成 1₉ 年度 ₅₈₅，₄₄₈ ₃₂，₅₂₂，₄₇₄ ₂₆，₃₅₂，₉₉₆ 11，₂₀₉ ₇，₅₀₈，₆₀₃

₂₀ 年度 ₅₈₇，₇₃₆ ₃₄，1₆₆，₉₅₆ ₂₆，₈₃₅，₂₇1 11，1₇₅ ₆，₈₉₀，₀₆₄

₂1 年度 ₅₅₆，₆₈₆ ₃₃，₅₆1，₇₃₈ ₂₄，₉₃₇，₄₈₅ 1₀，₇₆₄ ₆，₂₄₀，₄₈₀

（注）　１　「長期契約・地震保険契約」を除く。
　　　２　損害保険料率算出機構「損害保険料率算出機構統計集」による。




